
（平成２３年７月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認福島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



福島国民年金 事案 745 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年８月から 42 年２月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年８月から 42年２月まで 

私の国民年金の加入手続及び申請免除の手続は、父が行っており、父か

ら、｢国民年金保険料を納付することが困難なので、申請免除の手続を行っ

ておく。｣と聞いていた。 

申立期間が未納の記録となっているのはおかしいので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間直後となる昭和 42 年３月は、オンライン記録及び特殊台帳では、

未納とされていたところ、平成 21 年５月に、Ａ市が作成した国民年金被保険

者名簿により当該未納の記録が免除と訂正されている上、法定納付期限内の

申請免除については、一般的に遡及して処理することとなることから、昭和

42 年３月と同一年度に属する申立期間が未納とされていることは不自然であ

り、行政側の記録管理が適切に行われていなかったものと考えられる。 

また、申立人は、申立人の父が申請免除手続を行ったと述べているところ、

オンライン記録によれば、申立人の父については、昭和 36 年４月から 37 年

９月まで申請免除の記録となっていることが確認できることから、申立人の

父は、申請免除の手続方法について知識があったものと考えられる。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人は、申立期間直後となる昭和 42

年３月から 49年３月まで申請免除していることが確認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を免除されていたものと認められる。 



福島国民年金 事案 746 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年２月及び同年３月の国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62年２月及び同年３月 

② 昭和 62年 10月 

私たち夫婦の申立期間の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付

は、妻が行っていた。妻については、納付の記録となっているのに、私の

納付記録が未納となっているのはおかしいので、調査してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、２か月と短期間である上、申立人は、申立期間①

直後の昭和 62年４月の国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

また、申立人の国民年金保険料を納付したとする申立人の妻は、申立期間

①の国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

一方、申立期間②については、申立期間②の国民年金被保険者資格に係る

記録は、平成８年３月 22 日に追加処理されたことが確認できることから、申

立期間②当時は、国民年金の未加入期間であり、国民年金保険料の納付書は

発行されず、申立人は、申立期間②の国民年金保険料を納付することはでき

ない上、当該追加処理が行われた時点では、申立期間②の国民年金保険料は

時効により納付することができない。 

また、申立人の国民年金保険料を納付したとする申立人の妻は、申立期間

②に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付方法についての記憶

が定かではない上、申立人が、申立期間②について国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期



間②の国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 62 年２月及び同年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 



福島厚生年金 事案 1206 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、Ａ事業所Ｂ工場における申立人の被保険者

記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 23 年９月 30 日）及び資格取

得日（昭和 24 年１月 25 日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を、昭和

23 年９月から同年 11 月までは 2,100 円、同年 12 月は 4,200 円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 12年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 23年９月 30日から 24年１月 25日まで 

申立期間については、私は、Ａ事業所Ｂ工場で製造部門に勤務していた。

申立期間当時は仕事が忙しく、日曜日も出勤するなど残業も多かったにも

かかわらず、申立期間が厚生年金保険の空白期間となっているのは納得で

きないので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録では、Ａ事業所Ｂ工場において昭和 21 年３月

16 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、23 年９月 30 日に被保険者資格

を喪失後、同事業所同工場において 24 年１月 25 日に再度被保険者資格を取

得しており、申立期間の被保険者記録が無い。 

しかしながら、申立人と同日の昭和 23 年９月 30 日に被保険者資格を喪失

した同僚は、「申立人は、私が退職した後も勤務していた。」と述べており、

同年６月 10 日に被保険者資格を取得し、26 年７月 28 日に喪失した同僚は、

「私が勤務していた期間について、申立人は勤務していた。」と述べている

上、23 年 11 月 30 日に被保険者資格を取得した同僚は、「私が就職した日に、



申立人は勤務していた。」と述べていることから、申立人は、申立期間にお

いて、Ａ事業所Ｂ工場に継続して勤務していたと認められる。 

また、複数の同僚は、申立期間の前後において申立人の業務内容及び勤務

形態に変更は無かったと述べている上、これらの同僚については、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者記録は継続している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所Ｂ工場にお

ける申立期間前後の社会保険事務所（当時）の記録及び同時期に勤務してい

た同僚の標準報酬月額の推移から、昭和 23 年９月から同年 11 月までは

2,100円、同年 12月は 4,200円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ事業所Ｂ工場は昭和 28年 12月 25 日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっている上、事業主も既に死亡しており、確認することはできないも

のの、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出され

ていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録するとは考え難いこ

とから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの被保険者資格の喪失及び取

得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 23 年９

月から同年 12 月までの厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納入されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



福島厚生年金 事案 1207 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 56 年１月５日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年 12月 29日から 56年１月５日まで 

私は、申立期間には、Ａ社及び同社のグループ会社であるＢ社に継続し

て勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険被保険者記録が無い。申立

期間について、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する給料支払明細書、申立人に係る雇用保険の加入記録及び

複数の同僚の記憶により、申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して

勤務し（Ａ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日について、申立人自身の記憶とＢ社における雇用保険の資格

取得日（昭和 56 年１月５日）が一致することから、申立人のＡ社における厚

生年金保険被保険者資格喪失日を、Ｂ社における厚生年金保険被保険者資格

取得日と同日の昭和 56年１月５日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、前述の給料支払明細書の厚生

年金保険料控除額及び申立人のＡ社における昭和 55 年 11 月の社会保険事務

所（当時）の記録から、20万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、当時の事業主は既に死亡している上、当時の取締役も不明

としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、



明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



福島厚生年金 事案 1210 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年 12月１日から 45年９月１日まで 

② 昭和 45年 12月１日から 47年４月１日まで 

③ 昭和 47年４月１日から同年５月５日まで 

私は、年金の裁定手続を行った際に、申立期間については脱退手当金が

支給済みになっていると初めて知ったが、脱退手当金を受給した記憶は無

いので、調査の上、脱退手当金を受け取っていないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の最終事業所での厚生年金保険被保険者期間は脱退手当金の受給

要件である 24 か月に満たない１か月であるとともに、申立人の健康保険厚生

年金保険被保険者原票の前後合わせて 100 人分を基に、申立人の厚生年金保

険被保険者資格喪失日である昭和 47 年５月５日の前後２年間に厚生年金保険

被保険者資格を喪失した女性被保険者のうち、脱退手当金の受給要件を満た

す 24 人について脱退手当金の支給状況を調査したところ、脱退手当金の支給

記録がある者は申立人のみであることから、事業主が申立人の委任を受けて

代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保険者

期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。しか

しながら、申立人が、５回の被保険者期間のうち、２回の被保険者期間を失

念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



福島厚生年金 事案 1211 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 34年 12月１日から 35年 10月 21日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 34 年

12 月１日、資格喪失日に係る記録を 35 年 10 月 21 日とし、当該期間の標準

報酬月額を 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34年８月１日から 35年 10月 21日まで 

Ｂ社を退職してすぐに、同じ敷地内にあった同社の関連会社であるＡ社

に入社した。昭和 35 年 10 月に退職するまでの期間、助士としてＡ社に勤

務していたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いの

で、調査の上、申立期間について、被保険者期間であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の記憶から、申立人は、申立期間において、Ａ社に勤務してい

たことが推認できる。 

また、当時の社会保険事務担当者を含む複数の同僚が、「Ａ社では、試用

期間以外には、勤務形態や職種によって厚生年金保険の加入の取扱いが異な

ることは無く、従業員全員が厚生年金保険に加入していた。」と述べている

ところ、複数の同僚が記憶する申立期間当時のＡ社の従業員数と、同社に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿上の被保険者数がおおむね一致するこ

とから、当時、同社では、ほぼ全ての従業員が厚生年金保険に加入していた

と考えられる。 

さらに、前述の社会保険事務担当者は、「助士については、入社当初４か

月間の試用期間があった。」と述べているところ、申立人と同職種であった



複数の同僚の記憶する自身のＡ社の入社日と同社における資格取得日との間

に相違があることから、申立期間当時、同社では、申立人と同職種の者につ

いて、入社から４か月間の試用期間があり、当該試用期間については厚生年

金保険に加入させていなかったと推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、前述の試用期

間を除く昭和 34年 12 月１日から 35年 10 月 21日までの期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人と同職種であったこと

が確認できる同年代の同僚のＡ社における当該期間の社会保険事務所（当

時）の記録から、5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、前述の被保険者名簿には、当該期間及びその前後の期間の健康保険の

整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記

録が失われたことは考え難い。仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格

の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する

機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該

届出を記録していない。これは通常の事務処理では考え難いことから、事業

主から当該社会保険事務所に被保険者資格の得喪等に係る届出は行われてお

らず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 34年 12月から 35年

９月までの期間の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 34年８月１日から同年 11月 30日までの期間

については、前述のとおり、Ａ社では、入社から４か月間を試用期間として

厚生年金保険に加入させていなかったと推認できる。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1212 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 15 年 12 月 17 日、17 年７月 12 日、同年

12月 21日、18年７月 12日、同年 12月 12日及び 19年７月 11 日について、

その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録

を、15 年 12 月 17 日は 16 万 7,000 円、17 年７月 12 日は 19 万 2,000 円、同

年 12 月 21 日は 20 万 9,000 円、18 年７月 12 日は 20 万 2,000 円、同年 12 月

12 日は 19 万 8,000 円、19 年７月 11 日は 23 万 4,000 円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 17日 

② 平成 17年７月 12日 

③ 平成 17年 12月 21日 

④ 平成 18年７月 12日 

⑤ 平成 18年 12月 12日 

⑥ 平成 19年７月 11日 

⑦ 平成 20年 12月 18日 

私の厚生年金保険料納付記録のうち、Ａ社に係る賞与の記録が欠落して

いる。賞与が支給されている期間について、正しい記録を追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①から⑥までについては、申立人から提出された賞与支給明細及

びＡ社から提出された賃金台帳により、申立人は、その主張する標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に



基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、

これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。したがっ

て、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認できる賞

与額又は厚生年金保険料控除額から、平成 15 年 12 月 17 日は 16 万 7,000 円、

17 年７月 12 日は 19 万 2,000 円、同年 12 月 21 日は 20 万 9,000 円、18 年７

月 12 日は 20 万 2,000 円、同年 12 月 12 日は 19 万 8,000 円、19 年７月 11 日

は 23万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているものの、申立期間において申立人と同様にＡ

社から賞与を支給されたとする同僚も、それぞれの賞与に係る記録が無いこ

とから、事業主は、前述の賃金台帳において確認できる賞与額又は厚生年金

保険料控除額に見合う標準賞与額を届け出ておらず、その結果、社会保険事

務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

一方、申立期間⑦については、賞与支給明細及び賃金台帳において、賞与

が支給されたことが確認できるものの、厚生年金保険料が控除されていない

ことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間⑦に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間⑦に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1213 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 40 年２月１日から同年５月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ出張所における資格取得

日に係る記録を同年２月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万

6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正５年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 22年９月頃から 24年５月頃まで 

② 昭和 40年２月１日から同年５月１日まで 

申立期間①について、大学を卒業した昭和 22 年９月頃に大学の紹介でＤ

団体Ｅ支局Ｆ部に勤務することになった。実家に戻ることになった 24 年５

月頃まで継続して勤務し、厚生年金保険に加入していたと思うので、申立

期間①について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

また、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間②について厚生年金保

険の未加入期間とされている。申立期間②は、同社Ｇ出張所から同社Ｃ出

張所に転勤となった時期ではあるが、同社に継続して勤務していたことは

間違いないので、申立期間②について、厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、申立人に係る雇用保険の加入記録及び複数の同僚

の記憶により、申立人は、申立てに係る事業所に継続して勤務し（Ａ社Ｇ出

張所から同社Ｃ出張所に異動）、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日について、複数の同僚が、「申立人は、昭和 40 年２月頃には

既にＡ社Ｃ出張所の所長であった。」と述べていることから、申立人のＡ社



Ｃ出張所における資格取得日は、同社Ｇ出張所における資格喪失日と同日の

昭和 40年２月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｇ出張所にお

ける昭和 40 年１月及び同社Ｃ出張所における同年５月の社会保険事務所（当

時）の記録が、いずれも当時の標準報酬月額の上限額となっていることから、

申立期間②の上限額である３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①については、Ｄ団体は既に解散しており、申立期間①に

係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することはで

きない。 

また、Ｄ団体Ｅ支局Ｆ部に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により

連絡先が確認できる複数の者に照会したが、いずれも申立人を記憶しておら

ず、申立期間①に係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について

確認することはできない上、そのうちの一人は、「私も申立人と同じ大学を

卒業し入社した。同大学出身の同僚については全員把握していたはずだが、

申立人については記憶に無い。」と述べている。 

さらに、申立人が当時の勤務地だと述べているＨ地区に所在したＤ団体Ｅ

支局Ｉ部及びその他の同団体同支局関連の適用事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿により連絡先が確認できる複数の者にも照会したが、い

ずれも申立人を記憶していない。 

加えて、申立人は、同僚及び上司の名前を記憶しておらず、申立期間①に

係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することはで

きない。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1214 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格取得日に係る記録を昭和 46 年６月 27 日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年６月 27日から同年８月 20日まで 

私は、申立期間には、Ｃ社（現在は、Ｂ社）から同社の系列会社である

Ａ社に異動したにもかかわらず、現在のオンライン記録では厚生年金保険

被保険者期間になっていない。申立期間について、厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された配置転換に関する文書、回答書及び複数の同僚の記憶

により、申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ｃ社から

Ａ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、昭和 46 年８月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、申立期間のうち、同年６月 27 日から同年７月

31 日までの期間については適用事業所としての記録が無いことが確認できる

ところ、申立人及び複数の同僚の記憶から、同社には、当該期間においても

常時５人以上の社員が勤務していたものと推認できることから、同社は、当

時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断で

きる。 

なお、異動日について、前述の配置転換に関する文書において確認できる

配置転換実施日が昭和 46 年６月 26 日となっており、申立人は、申立期間に



おいて、Ａ社に勤務していたと認められることから、同社における資格取得

日は、Ｃ社における資格喪失日と同日の同年６月 27 日とすることが妥当であ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 46

年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているが、事業主は、適用事業所の要件を満たしな

がら、社会保険事務所に適用事業所としての届出を行っていなかったと認め

られることから、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



福島厚生年金 事案 1215 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年 12 月 17 日は 52 万 8,000 円、

17 年７月 12 日は 51 万 6,000 円、同年 12 月 21 日及び 18 年７月 12 日は 52

万 8,000円、同年 12 月 12日は 51万 6,000 円、19年７月 11日は 52万 8,000

円、同年 12月 20日は 51万 6,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 17日 

② 平成 17年７月 12日 

③ 平成 17年 12月 21日 

④ 平成 18年７月 12日 

⑤ 平成 18年 12月 12日 

⑥ 平成 19年７月 11日 

⑦ 平成 19年 12月 20日 

私の厚生年金保険料納付記録のうち、Ａ社に係る賞与の記録が欠落して

いる。賞与が支給されている期間について、正しい記録を追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、その主張する標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、



これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。したがっ

て、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認できる賞

与額又は厚生年金保険料控除額から、平成 15 年 12 月 17 日は 52 万 8,000 円、

17 年７月 12 日は 51 万 6,000 円、同年 12 月 21 日及び 18 年７月 12 日は 52

万 8,000円、同年 12 月 12日は 51万 6,000 円、19年７月 11日は 52万 8,000

円、同年 12月 20日は 51万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているものの、申立期間において申立人と同様にＡ

社から賞与を支給されたとする同僚も、それぞれの賞与に係る記録が無いこ

とから、事業主は、前述の賃金台帳において確認できる賞与額又は厚生年金

保険料控除額に見合う標準賞与額を届け出ておらず、その結果、社会保険事

務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



福島厚生年金 事案 1216 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年 12 月 17 日は 16 万 9,000 円、

17 年７月 12 日は 18 万 2,000 円、同年 12 月 21 日は 19 万 7,000 円、18 年７

月 12 日は 21 万 4,000 円、同年 12 月 12 日は 19 万 6,000 円、19 年７月 11 日

は 21 万 9,000 円、同年 12 月 20 日は 21 万 4,000 円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住 所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 17日 

② 平成 17年７月 12日 

③ 平成 17年 12月 21日 

④ 平成 18年７月 12日 

⑤ 平成 18年 12月 12日 

⑥ 平成 19年７月 11日 

⑦ 平成 19年 12月 20日 

私の厚生年金保険料納付記録のうち、Ａ社に係る賞与の記録が欠落して

いる。賞与が支給されている期間について、正しい記録を追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支給明細及びＡ社から提出された賃金台帳によ

り、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付



が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、

これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。したがっ

て、申立人の標準賞与額については、前述の賃金台帳において確認できる賞

与額又は厚生年金保険料控除額から、平成 15 年 12 月 17 日は 16 万 9,000 円、

17 年７月 12 日は 18 万 2,000 円、同年 12 月 21 日は 19 万 7,000 円、18 年７

月 12 日は 21 万 4,000 円、同年 12 月 12 日は 19 万 6,000 円、19 年７月 11 日

は 21 万 9,000 円、同年 12 月 20 日は 21 万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているものの、申立期間において申立人と同様にＡ

社から賞与を支給されたとする同僚も、それぞれの賞与に係る記録が無いこ

とから、事業主は、前述の賃金台帳において確認できる賞与額又は厚生年金

保険料控除額に見合う標準賞与額を届け出ておらず、その結果、社会保険事

務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



福島国民年金 事案 744 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 63 年６月について、第３号被保険者であると認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年６月 

私の夫は、Ａ社を昭和 63 年６月 30 日に退職したことから、同年６月 30

日となっている夫の厚生年金保険被保険者資格喪失日は、同社の社会保険

事務担当者の間違いであり、正しい資格喪失日は同年７月１日のはずであ

る。申立期間について、夫が厚生年金保険被保険者であった場合、私は第

３号被保険者になることから、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、夫の厚生年金保険被保険者資格喪失日は、昭和 63 年７月１日の

はずであると述べているところ、Ａ社から提出された賃金台帳によれば、申

立人の夫は、申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていなかっ

たことが確認できる。 

また、Ａ社が保管する「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知

書」に記載されている申立人の夫の資格喪失日（昭和 63 年６月 30 日）は、

オンライン記録と一致しており、申立期間について、夫が厚生年金保険被保

険者ではないことから、申立人は、国民年金の第３号被保険者になることは

できない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間について、第３号被保険者であると認めること

はできない。 



福島国民年金 事案 747 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 61年３月まで 

私は、昭和 52 年８月に国民年金に任意加入し、申立期間を含め国民年金

保険料を納付していたのに、申立期間が被保険者でなくなっていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳、申立人に係る特殊台帳及びオンライン記録に

は、いずれも、申立人が昭和 52年８月 18日に国民年金に任意加入し 59年４

月８日に資格喪失した旨の記録があり、申立期間は未加入期間として処理さ

れていることが確認できることから、国民年金保険料の納付書は発行されず、

申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料額及び納付場所等についての

記憶が定かではない上、申立人が、申立期間について国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



福島国民年金 事案 748 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から同年 12月まで 

申立期間については、当時、同居していた元夫の母が国民年金の加入手

続を行い、国民年金保険料も納付していたと思う。 

しかし、この期間が未加入期間となっているので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 50 年２月 26 日に払い出されていることが確認できる上、申立人に係る

国民年金被保険者名簿によれば、申立人は、同年１月 24 日付けで任意加入し

たことが確認できることから、申立期間当時は、国民年金の未加入期間であ

り、国民年金保険料の納付書は発行されず、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付することはできない。 

また、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料

の納付を行っていたとする元夫の母について、「数か月にわたり、私の未加

入期間に気付かなかったとは思えない。」と述べているものの、元夫の母は

既に死亡しており、当時の状況を確認することはできない上、申立期間当時、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

さらに、申立人が、申立期間について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年

金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



福島厚生年金 事案 1208 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年６月 30日から同年７月１日まで 

私は、Ａ社を昭和 63 年６月 30 日に退職した。同社の社会保険事務担当

者は、退職日と資格喪失日が同じ日だと思い、私の被保険者資格喪失日を

誤って届け出たと述べているため、資格喪失日を同年６月 30 日から同年７

月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主は、申立人は、昭和 63 年６月 30 日に同社を退職したとして

いる。 

しかしながら、Ａ社から提出された賃金台帳によれば、申立人は、申立期

間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていなかったことが確認できる。 

また、Ａ社が保管する「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知

書」に記載されている申立人の資格喪失日（昭和 63 年６月 30 日）は、オン

ライン記録とも一致している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1209 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 27年１月１日から同年４月１日まで 

② 昭和 27年４月１日から 31年 11月１日まで 

私は、申立期間①については、昭和 27 年３月末日までＡ社（現在は、Ｂ

社）に勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険被保険者記録に未加入

期間があるのは納得できない。 

また、申立期間②については、Ａ社を退職後、すぐにＣ社（現在は、Ｄ

社）に就職したにもかかわらず、そのうちの一部期間について、勤務して

いないＥ社の厚生年金保険被保険者記録があるとともに、Ｃ社の資格取得

日が昭和 31年 11月１日となっていることに納得できない。 

申立期間について、Ａ社及びＣ社において、厚生年金保険被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、Ａ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、複数の同僚に照会しても、申立人のＡ社の退職日を特定す

ることはできず、申立人の申立期間①に係る勤務実態について確認すること

ができない。 

また、Ｂ社の事業主に照会しても、申立人の申立期間①に係る厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び回答を得ることはできなかった。 

申立期間②については、申立人は、当時、Ｃ社に勤務していたと申し立て

ている。 

しかしながら、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、

申立期間②のうち、昭和 27年５月１日から 28年１月 19日までの期間につい

ては、申立人は、同社で厚生年金保険被保険者となっており、同社の従業員



は、「申立人は、昭和 27 年４月頃から 28 年１月までＥ社に勤務してい

た。」と述べている。 

また、Ｃ社の同僚は、「申立人は、昭和 30 年代にＣ社に入社してきた。」

と述べている。 

さらに、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、同社は、

昭和 30 年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所となったことが確認できる

ことから、申立期間②のうち、27 年４月１日から 30 年 11 月 30 日までの期

間は、適用事業所でないことが確認できる。 

加えて、Ｄ社の事業主及び複数の同僚に照会しても、申立人の申立期間②

に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び回答を得るこ

とはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1217 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年３月１日から同年８月１日まで 

私は、申立期間のうち、平成 14 年７月を除く各月について、標準報酬月

額 11 万円に基づく厚生年金保険料が控除されていることが確認できる給与

支払明細書（以下「明細書Ａ」という。）と、標準報酬月額 28 万円に基づ

く厚生年金保険料が控除されていることが確認できる給与支払明細書（以

下「明細書Ｂ」という。）を２枚ずつ所持している。申立期間には、明細

書Ｂに記載されている差引支給額がＣ社から支給されていたと記憶してお

り、申立期間におけるオンライン記録上の標準報酬月額が、明細書Ｂに記

載されている厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額より低くなって

いるので、申立期間の標準報酬月額を適正な額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、明細書Ｂに記載されている差引支給額がＣ

社から支給されていたと申し立てているものの、申立期間に同社からの給与

が振り込まれていた金融機関が保管する申立人に係る取引明細表によれば、

給与振込額は明細書Ａに記載されている差引支給額であることが確認できる。 

また、オンライン記録上の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額は、明

細書Ａに記載されている金額と一致していることが確認できる上、申立人は、

Ｃ社の次に勤務した事業所が発行した「平成 14 年分給与所得の源泉徴収票」

を保管しており、当該源泉徴収票の前職分記載欄にはＣ社に係る社会保険料

控除額が記載されているところ、当該控除額から推認できる厚生年金保険料

額は、オンライン記録上の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額と一致し

ている。 



さらに、Ｃ社では、明細書Ａに記載されている差引支給額を支給していた

としており、ほかに、明細書Ｂに記載されている差引支給額が支給されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


